介護職員等によるたんの吸引等の実施のための指導者養成事業（特定の者対象）実施要綱
１．指導者養成事業の目的

本事業では、介護職員等がたんの吸引等を実施するために受講することが必要な研修（基本研修・実地研修）の講師及び指導者を養成することを目的とする。

２．実施主体

実施主体は、厚生労働省とする。ただし、事業の一部を適切な事業運営が確保できる法人へ委託する。また、４．及び７．の一部は、都道府県が実施する。

３．対象者

都道府県において基本研修及び実地研修の指導等を行う医師又は看護師、保健師、助産師（以下「看護師等」という。）。

４．実施方法

厚生労働省が委託した法人が、介護職員等への指導のポイント、評価基準等をまとめた「指導者用マニュアル及びＤＶＤ」を作成し、都道府県へ配付する。

都道府県は、下記の①又は②のいずれかの方法により事業を実施する。

①厚生労働省が提供する、介護職員等への指導のポイント、評価基準等をまとめた「指導者用マニュアル及びＤＶＤ」を、都道府県において活用し、医師又は看護師等に対して、指導者講習（以下「講習」という。）を実施する。

②厚生労働省が提供する「指導者用マニュアル及びＤＶＤ」を、都道府県において医師又は看護師等に配付し、「指導者用マニュアル及びＤＶＤ」を用いた自己学習（以下「学習」という。）を実施する。厚生労働省が委託した法人において、効果的な自己学習を支援するための質問窓口を設置し、メール又はＦＡＸで質問を受け付け、回答する。

５．「指導者用マニュアル及びＤＶＤ」の科目

　１）重度障害児・者の地域生活等

　２）喀痰吸引等を必要とする重度障害児・者の障害及び支援

　３）緊急時の対応及び危険防止について

　４）喀痰吸引等に関する演習

６．実施時期

「指導者用マニュアル及びＤＶＤ、指導者養成事業報告書」を平成２３年１０月上旬に都道府県へ配付する。

順次、４．の実施方法により実施していくこととし、平成２４年３月末まで実施できるものとする。

７．修了証明書の交付

講習又は学習を修了した者は、指導者養成事業報告書を厚生労働省が委託した法人に提出するものとする。厚生労働省から委託を受けた法人は、厚生労働省に指導者養成事業報告書の提出があった者を報告するものとし、これに基づき、厚生労働省は、講習又は学習を修了したと認める者に対して、「修了書」を発行し、都道府県へ送付する。都道府県は、講習又は学習を修了した者を把握するとともに、「修了書」を講習又は学習を修了した者へ送付する。

８．研修の費用

　国は、本事業に係る経費について、別に定める交付要綱により一部を補助する。

９．その他
　関係書類の送付については、別途通知する方法による。















